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徳
島
県
告
示
第
二
百
四
十
六
号

瀬
戸
内
海
環
境
保
全
特
別
措
置
法
（
昭
和
四
十
八
年
法
律
第
百
十
号
）
第
五
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ

く
特
定
施
設
の
設
置
の
許
可
の
申
請
が
あ
っ
た
の
で
、
同
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
り
、
そ
の
概
要
を
次
の

と
お
り
告
示
す
る
。

な
お
、
こ
の
特
定
施
設
を
設
置
す
る
こ
と
が
環
境
に
及
ぼ
す
影
響
に
つ
い
て
の
調
査
の
結
果
に
基
づ
く

事
前
評
価
に
関
す
る
事
項
を
記
載
し
た
書
面
を
次
の
と
お
り
縦
覧
に
供
す
る
。

令
和
七
年
四
月
十
八
日

徳
島
県
知
事

後

藤

田

正

純

一

申
請
の
概
要

１

申
請
者

名

称

富
田
製
薬
株
式
会
社

住

所

鳴
門
市
瀬
戸
町
明
神
字
丸
山
八
五
番
地
一

代
表
者

代
表
取
締
役

富
田
純
弘

２

工
場
又
は
事
業
場

名

称

富
田
製
薬
株
式
会
社

本
社
工
場

所
在
地

鳴
門
市
瀬
戸
町
明
神
字
丸
山
八
五
番
地
一

３

特
定
施
設
の
種
類

水
質
汚
濁
防
止
法
施
行
令
（
昭
和
四
十
六
年
政
令
第
百
八
十
八
号
）
別
表
第
一
第
四
十
七
号
ロ
に

規
定
す
る
ろ
過
施
設
及
び
同
号
ホ
に
規
定
す
る
廃
ガ
ス
洗
浄
施
設

４

特
定
施
設
及
び
汚
水
等
の
処
理
に
関
す
る
事
項

二
の
縦
覧
の
期
間
及
び
場
所
に
お
い
て
、
関
係
書
類
を
備
え
置
い
て
縦
覧
に
供
す
る
と
と
も
に
、

徳
島
県
生
活
環
境
部
環
境
管
理
課
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
お
い
て
公
表
す
る
。

二

縦
覧
の
期
間
及
び
場
所

１

期
間
令
和
七
年
四
月
十
八
日
か
ら

令
和
七
年
五
月
九
日
ま
で

２

場
所
徳
島
県
生
活
環
境
部
環
境
管
理
課
及
び
鳴
門
市
環
境
共
生
部
環
境
政
策
課



徳
島
県
告
示
第
二
百
四
十
七
号

瀬
戸
内
海
環
境
保
全
特
別
措
置
法
（
昭
和
四
十
八
年
法
律
第
百
十
号
）
第
八
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ

く
特
定
施
設
の
構
造
等
の
変
更
の
許
可
の
申
請
が
あ
っ
た
の
で
、
同
条
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
同
法

第
五
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
り
、
そ
の
概
要
を
次
の
と
お
り
告
示
す
る
。

な
お
、
こ
の
特
定
施
設
の
構
造
等
を
変
更
す
る
こ
と
が
環
境
に
及
ぼ
す
影
響
に
つ
い
て
の
調
査
の
結
果

に
基
づ
く
事
前
評
価
に
関
す
る
事
項
を
記
載
し
た
書
面
を
次
の
と
お
り
縦
覧
に
供
す
る
。

令
和
七
年
四
月
十
八
日

徳
島
県
知
事

後

藤

田

正

純

一

申
請
の
概
要

１

申
請
者

名

称

富
田
製
薬
株
式
会
社

住

所

鳴
門
市
瀬
戸
町
明
神
字
丸
山
八
五
番
地
一

代
表
者

代
表
取
締
役

富
田
純
弘

２

工
場
又
は
事
業
場

名

称

富
田
製
薬
株
式
会
社

本
社
工
場

所
在
地

鳴
門
市
瀬
戸
町
明
神
字
丸
山
八
五
番
地
一

３

特
定
施
設
の
種
類

水
質
汚
濁
防
止
法
施
行
令
（
昭
和
四
十
六
年
政
令
第
百
八
十
八
号
）
別
表
第
一
第
四
十
七
号
ロ
に

規
定
す
る
ろ
過
施
設
及
び
同
号
ホ
に
規
定
す
る
廃
ガ
ス
洗
浄
施
設

４

変
更
の
概
要

特
定
施
設
の
使
用
の
方
法
、
汚
水
等
の
処
理
の
方
法
並
び
に
排
出
水
の
汚
染
状
態
及
び
量
の
変
更

５

変
更
し
よ
う
と
す
る
事
項

二
の
縦
覧
の
期
間
及
び
場
所
に
お
い
て
、
関
係
書
類
を
備
え
置
い
て
縦
覧
に
供
す
る
と
と
も
に
、

徳
島
県
生
活
環
境
部
環
境
管
理
課
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
お
い
て
公
表
す
る
。

二

縦
覧
の
期
間
及
び
場
所

１

期
間
令
和
七
年
四
月
十
八
日
か
ら

令
和
七
年
五
月
九
日
ま
で

２

場
所
徳
島
県
生
活
環
境
部
環
境
管
理
課
及
び
鳴
門
市
環
境
共
生
部
環
境
政
策
課



徳
島
県
告
示
第
二
百
四
十
八
号

鳥
獣
の
保
護
及
び
管
理
並
び
に
狩
猟
の
適
正
化
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
四
年
法
律
第
八
十
八
号
）
第

四
十
一
条
の
規
定
に
よ
り
、
令
和
七
年
度
狩
猟
免
許
試
験
を
次
の
と
お
り
実
施
す
る
。

令
和
七
年
四
月
十
八
日

徳
島
県
知
事

後

藤

田

正

純

一

試
験
の
日
時

第
一
回

令
和
七
年
八
月
三
日
（
日
曜
日
）
午
前
十
時
か
ら

第
二
回

令
和
七
年
八
月
三
十
一
日
（
日
曜
日
）
午
前
十
時
か
ら

第
三
回

令
和
七
年
十
月
二
十
六
日
（
日
曜
日
）
午
前
十
時
か
ら

第
四
回

令
和
八
年
一
月
二
十
五
日
（
日
曜
日
）
午
前
十
時
か
ら

二

試
験
の
場
所

会

場

名

場

所

徳
島
会
場

第
一
回

徳
島
市
新
蔵
町
一
丁
目
六
七

徳
島
県
徳
島
合
同
庁
舎

第
二
回

同

第
三
回

同

第
四
回

同

阿
南
会
場

第
一
回

阿
南
市
領
家
町
野
神
三
一
九

徳
島
県
南
部
総
合
県
民
局
保
健
福
祉
環
境
部
阿
南
庁
舎

第
二
回

同

第
三
回

同

第
四
回

同

美
馬
会
場

第
一
回

美
馬
市
脇
町
大
字
猪
尻
字
建
神
社
下
南
七
三

徳
島
県
西
部
総
合
県
民
局
美
馬
庁
舎

第
二
回

同

第
三
回

同

第
四
回

同

三

狩
猟
免
許
申
請
書
の
提
出
期
間

第
一
回

令
和
七
年
六
月
三
十
日
（
月
曜
日
）
か
ら
同
年
七
月
十
八
日
（
金
曜
日
）
ま
で

第
二
回

令
和
七
年
七
月
二
十
八
日
（
月
曜
日
）
か
ら
同
年
八
月
十
五
日
（
金
曜
日
）
ま
で

第
三
回

令
和
七
年
九
月
二
十
二
日
（
月
曜
日
）
か
ら
同
年
十
月
十
日
（
金
曜
日
）
ま
で

第
四
回

令
和
七
年
十
二
月
十
五
日
（
月
曜
日
）
か
ら
令
和
八
年
一
月
九
日
（
金
曜
日
）
ま
で

四

狩
猟
免
許
申
請
書
の
提
出
先

対

象

者

提

出

先

徳
島
県
東
部
農
林
水
産
局
の
所
管
区
域
内
に

徳
島
市
新
蔵
町
一
丁
目
六
七

住
所
を
有
す
る
者

徳
島
県
東
部
農
林
水
産
局

徳
島
県
南
部
総
合
県
民
局
の
所
管
区
域
内
に

阿
南
市
領
家
町
野
神
三
一
九

住
所
を
有
す
る
者

徳
島
県
南
部
総
合
県
民
局
保
健
福
祉
環
境
部

徳
島
県
西
部
総
合
県
民
局
の
所
管
区
域
内
に

美
馬
市
脇
町
大
字
猪
尻
字
建
神
社
下
南
七
三

住
所
を
有
す
る
者

徳
島
県
西
部
総
合
県
民
局
保
健
福
祉
環
境
部



徳
島
県
告
示
第
二
百
四
十
九
号

土
地
改
良
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
百
九
十
五
号
）
第
三
十
条
第
二
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
土
地
改

良
区
の
定
款
の
変
更
を
認
可
し
た
の
で
、
同
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
次
の
と
お
り
公
告
す
る
。

令
和
七
年
四
月
十
八
日

徳
島
県
知
事

後

藤

田

正

純

土

地

改

良

区

の

事

務

所

の

所

在

地

及

び

名

称

認

可

年

月

日

三
好
郡
東
み
よ
し
町

令
和
七
年
四
月
一
日

昼
間
足
代
土
地
改
良
区



徳
島
県
病
院
局
告
示
第
七
号

地
方
自
治
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
法
律
第
十
九
号
）
附
則
第
二
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
り
準
用

す
る
同
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
こ
と
と
さ
れ
る
同
法
附
則
第
七
条
の
規
定
に
よ

る
改
正
前
の
地
方
公
営
企
業
法
（
昭
和
二
十
七
年
法
律
第
二
百
九
十
二
号
）
第
三
十
三
条
の
二
の
規
定
に

よ
り
、
令
和
七
年
四
月
一
日
次
の
事
務
を
弁
護
士
法
人
エ
ジ
ソ
ン
法
律
事
務
所
に
委
託
し
た
。

令
和
七
年
四
月
十
八
日

徳
島
県
病
院
事
業
管
理
者

北

畑

洋

徳
島
県
病
院
事
業
の
設
置
等
に
関
す
る
条
例
（
昭
和
三
十
九
年
徳
島
県
条
例
第
三
十
七
号
）
第
十
条
第

一
項
に
規
定
す
る
使
用
料
及
び
同
条
第
二
項
に
規
定
す
る
使
用
料
又
は
手
数
料
の
う
ち
、
滞
納
さ
れ
た
使

用
料
及
び
手
数
料
の
収
納
の
事
務



徳
島
県
教
育
委
員
会
規
則
第
九
号

徳
島
県
教
育
委
員
会
職
員
服
務
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

令
和
七
年
四
月
十
八
日

徳
島
県
教
育
委
員
会
教
育
長

中

川

斉

史

徳
島
県
教
育
委
員
会
職
員
服
務
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則

徳
島
県
教
育
委
員
会
職
員
服
務
規
則
（
昭
和
四
十
二
年
徳
島
県
教
育
委
員
会
規
則
第
六
号
）
の
一
部
を

次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
五
条
第
一
項
の
表
中
「
午
後
一
時
ま
で
」
の
下
に
「
（
勤
務
時
間
条
例
第
六
条
第
二
項
第
二
号
又
は

第
三
号
の
規
定
に
該
当
す
る
場
合
は
、
同
項
の
規
定
に
基
づ
き
教
育
委
員
会
が
別
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ

り
休
憩
時
間
と
し
て
定
め
る
一
時
間
）
」
を
加
え
る
。

附

則

こ
の
規
則
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。



徳
島
県
教
育
委
員
会
規
則
第
十
号

徳
島
県
会
計
年
度
任
用
学
校
職
員
の
給
与
及
び
費
用
弁
償
に
関
す
る
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
を

次
の
よ
う
に
定
め
る
。

令
和
七
年
四
月
十
八
日

徳
島
県
教
育
委
員
会
教
育
長

中

川

斉

史

徳
島
県
会
計
年
度
任
用
学
校
職
員
の
給
与
及
び
費
用
弁
償
に
関
す
る
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規

則

徳
島
県
会
計
年
度
任
用
学
校
職
員
の
給
与
及
び
費
用
弁
償
に
関
す
る
規
則
（
令
和
二
年
徳
島
県
教
育
委

員
会
規
則
第
三
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
十
五
条
の
三
第
二
項
第
五
号
中
「
病
気
休
暇
若
し
く
は
」
を
削
る
。

附

則

こ
の
規
則
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
し
、
改
正
後
の
徳
島
県
会
計
年
度
任
用
学
校
職
員
の
給
与
及
び
費

用
弁
償
に
関
す
る
規
則
の
規
定
は
、
令
和
七
年
四
月
一
日
か
ら
適
用
す
る
。



徳
島
県
監
査
委
員
告
示
第
二
号

地
方
自
治
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
六
十
七
号
）
第
二
百
五
十
二
条
の
三
十
二
第
一
項
の
規
定
に
基

づ
き
、
包
括
外
部
監
査
人
の
監
査
の
事
務
を
補
助
す
る
者
に
つ
い
て
、
包
括
外
部
監
査
人
生
長
拓
也
と
の

協
議
が
調
っ
た
の
で
、
同
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
次
の
と
お
り
告
示
す
る
。

令
和
七
年
四
月
十
八
日

徳
島
県
監
査
委
員

鹿

山

公

弘

同

大

西

康

生

同

福

山

正

啓

同

井

村

保

裕

同

平

山

尚

道

一

包
括
外
部
監
査
人
の
監
査
の
事
務
を
補
助
す
る
者
の
氏
名
及
び
住
所

氏
名

柴
谷

亮

住
所

徳
島
市
北
矢
三
町
三
丁
目
二
番
一
五
号

氏
名

藤
原

晃

住
所

徳
島
市
新
蔵
町
三
丁
目
二
三
番
地

二

包
括
外
部
監
査
人
の
監
査
の
事
務
を
補
助
す
る
者
が
包
括
外
部
監
査
人
の
監
査
の
事
務
を
補
助
で
き

る
期
間
令
和
七
年
四
月
七
日
か
ら
令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
ま
で



徳
島
県
公
安
委
員
会
規
則
第
七
号

警
察
官
の
職
務
に
協
力
援
助
し
た
者
の
災
害
給
付
に
関
す
る
条
例
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則

を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

令
和
七
年
四
月
十
八
日

徳
島
県
公
安
委
員
会
委
員
長

岡

田

好

史

警
察
官
の
職
務
に
協
力
援
助
し
た
者
の
災
害
給
付
に
関
す
る
条
例
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る

規
則

警
察
官
の
職
務
に
協
力
援
助
し
た
者
の
災
害
給
付
に
関
す
る
条
例
施
行
規
則
（
昭
和
四
十
三
年
徳
島
県

公
安
委
員
会
規
則
第
四
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
七
条
第
一
項
中
「
傷
害
給
付
年
金
請
求
書
」
を
「
傷
病
給
付
年
金
請
求
書
」
に
改
め
、
同
条
第
三
項

中
「
（
別
記
様
式
第
九
号
）」
を
削
る
。

別
記
様
式
第
四
号
、
別
記
様
式
第
五
号
、
別
記
様
式
第
六
号
及
び
別
記
様
式
第
八
号
を
次
の
よ
う
に
改

め
る
。



様式第４号（第５条関係）

障 害 給 付 一 時 金 請 求 書

（給付を実施する者の官職氏名） 請求年月日 年 月 日

殿 （請求者）

住 所

下記のとおり障害給付一時金を請求します。 氏 名

１ 協力援助者

住 所

氏 名 （ 年 月 日生）

２ 負傷又は発病の年月日 ３ 治ゆ年月日

年 月 日 年 月 日

４ 障 害 等 級 第 級

５ 障害の部位及びその程度

６ 既存障害とその程度

７ 障害給付一時金請求金額

（給付基礎額） （倍 数）

円 × ＝ 円

８ 添付する書類その他の資料名

※受理 ※決定 ※支払 ※決定金額

年 月 日 年 月 日 年 月 日 円



※
給 付 基 礎 額 円

９

基 準 額 円
給

内

付
子 人 円

基 訳 扶養親族

その他 人 円
礎

額 給付基礎額については、上記のとおり相違ないことを証明します。

の 年 月 日

証 官 職

明 氏 名 印

(注) １ ※印の欄には記入しないこと。

２ 「５ 障害の部位及びその程度」の欄の記入事項が添付する診断書の記載事

項と同じであるときは、「診断書のとおり」と記入すること。

３ 「６ 既存障害とその程度」の欄には、新たに既存の障害の程度を加重した

場合に記入するものとし、既存障害について障害給付を支給された場合は、そ

の該当する障害等級を明記すること。

４ この請求には、治ゆの時期の決定及び障害等級の決定に必要な医師の診断書

その他の資料を添付すること。



様式第５号（第５条関係）

遺 族 給 付 一 時 金 請 求 書

（給付を実施する者の官職氏名） 請求年月日 年 月 日

（請求者）

殿 住 所

氏 名

協力援助者との

下記の遺族給付一時金を請求します。 続柄又は関係

１ 協力援助者

住 所

氏 名 （ 年 月 日生）

２ 負傷又は発病の年月日 ３ 死亡年月日

年 月 日 年 月 日

協力援助者との
受給権者の氏名 生年月日 支給された年金

４ 続柄又は関係 給 付
(倍数) 及び前払一時金

基礎額
遺 の額の総計

族
（ × － ）×

給

付 １
= 円

一 （受給権者の数）

時
年金の受給権者で 支給された年金額の合計

金 年金証書の番号
あつた者の氏名 （支給された前払一時金の額）

請 遺族給付年
円求 金が支給さ

額 れていた場 円
の 合

円計

算 遺族給付年金前払一時金が支給
円

されていた場合

総 計 円

５ 遺族給付一時金請求金額 円

６ 添付する書類その他の資料名

※受理 ※決定 ※支払 ※決定金額

年 月 日 年 月 日 年 月 日 円



※
給 付 基 礎 額 円

７

基 準 額 円
給

内

付
子 人 円

基 訳 扶養親族

その他 人 円
礎

額 給付基礎額については、上記のとおり相違ないことを証明します。

の 年 月 日

証 官 職

明 氏 名 印

(注) ※印の欄には記入しないこと。



様式第６号（第５条関係）

葬 祭 給 付 請 求 書

（給付を実施する者の官職氏名） 請求年月日 年 月 日

（請求者）

殿 住 所

氏 名

協力援助者との

下記のとおり葬祭給付を請求します。 続柄又は関係

１ 協力援助者

住 所

氏 名 （ 年 月 日生）

２ 負傷又は発病の年月日 ３ 死亡年月日

年 月 日 年 月 日

４ 葬祭給付請求金額

（給付基礎額）

(A) 円 ＋ 円 × ３０ ＝ 円

（給付基礎額）

(B) 円 × ６０ ＝ 円

(A)(B)のうち高い方の額 □(A) □(B) 円

※受理 ※決定 ※支払 ※決定金額

年 月 日 年 月 日 年 月 日 円



※
給 付 基 礎 額 円

５

基 準 額 円
給

内

付
子 人 円

基 訳 扶養親族

その他 人 円
礎

額 給付基礎額については、上記のとおり相違ないことを証明します。

の 年 月 日

証 官 職

明 氏 名 印

(注) ※印の欄には記入しないこと。



様式第８号（第５条関係）

休 業 給 付 請 求 書

請求回数 第 回

（給付を実施する者の官職氏名） 請求年月日 年 月 日

殿 （請求者）

住 所

下記のとおり休業給付を請求します。 氏 名

１ 協力援助者

住 所

氏 名 （ 年 月 日生）

２ 負傷又は発病の年月日 年 月 日

３ 請求日数 年 月 日から

のうち 日

年 月 日まで

（給付基礎額） （日数）

４ 請求金額の計算 60
円 × × ＝ 円
100

５ 休業給付請求金額 円

傷病名 現在の状態

※ 年 月 日

□治ゆ □死亡 □中止 □継続中 □転医

６

請求日数のうち療養のため業務に従事す 業務に従事することができ

医 ることができなかつたと認められる日数 なかつたと認められる理由

師 年 月 日から
のうち 日

年 月 日まで

の

上記のとおりであると認めます。

証 .年 月 日

所 在 地

明 病院又は診療所の 名 称

医師氏名

※受理 ※決定 ※支払 ※決定金額

年 月 日 年 月 日 年 月 日 円

添付書類 枚



※
給 付 基 礎 額 円

７

基 準 額 円
給

内

付
子 人 円

基 訳 扶養親族

その他 人 円
礎

額 給付基礎額については、上記のとおり相違ないことを証明します。

の 年 月 日

証 官 職

明 氏 名 印

(注) １ ※印の欄には記入しないこと。

２ 該当する□にレ印を記入すること。

３ 第２回以後の請求の場合における「３ 請求日数」の欄の記入については、

前回の請求後の分について記入すること。

４ 第２回以後の請求の場合において給付基礎額に変更のない場合は、給付基礎

額の内訳及び証明については省略してもよい。



別
記
様
式
第
九
号
中
「第

５
条

」
の
次
に
「

第
７
条

」
を
加
え
る
。

別
記
様
式
第
九
号
の
二
、
別
記
様
式
第
十
号
及
び
別
記
様
式
第
十
一
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

、



様式第９号の２（第７条関係）

傷 病 給 付 年 金 請 求 書

※年金証書の番号 第 号

(給付を実施する者の官職氏名） 請求年月日 年 月 日

殿 （請求者）

住 所
下記のとおり傷病給付年金の支給の決定

を請求します。 氏 名

１ 協力援助者

住 所

氏 名 （ 年 月 日生）

２ 負傷又は発病の年月日

年 月 日

３ 傷病等級 ４ 傷病等級該当年月日

第 級 年 月 日

５ 傷病の名称、部位及びその状態

６ 既存障害の部位及びその程度

７ 日常生活の状態

８ 傷病給付年金請求金額

（給付基礎額） （倍 数）

円 × ＝ 円

９ 添付する書類その他の資料名

※受理 ※決定 ※支払 ※決定金額

年 月 日 年 月 日 年 月 日 円



※
給 付 基 礎 額 円

10

基 準 額 円
給

内

付
子 人 円

基 訳 扶養親族

その他 人 円
礎

額 給付基礎額については、上記のとおり相違ないことを証明します。

の 年 月 日

証 官 職

明 氏 名 印

(注) １ ※印の欄には記入しないこと。

２ 「５ 傷病の名称、部位及びその状態」の欄の記入事項が添付する診断書の

記載事項と同じであるときは「診断書のとおり」と記入すること。

３ この請求書には、傷病等級の決定に必要な医師の診断書その他の書類及び資

料を添付すること。



様式第10号（第７条関係）

障 害 給 付 年 金 請 求 書

※年金証書の番号 第 号

（給付を実施する者の官職氏名） 請求年月日 年 月 日

殿 （請求者）

住 所
下記のとおり障害給付年金の支給の決定

を請求します。 氏 名

１ 協力援助者

住 所

氏 名 （ 年 月 日生）

２ 負傷又は発病の年月日 ３ 治ゆ年月日

年 月 日 年 月 日

４ 障 害 等 級 第 級

５ 障害の部位及びその程度

６ 既存障害とその程度

７ 障害給付年金請求金額

（給付基礎額） （倍 数）

円 × ＝ 円

８ 添付する書類その他の資料名

※受理 ※決定 ※支払 ※決定金額

年 月 日 年 月 日 年 月 日 円



※
給 付 基 礎 額 円

９

基 準 額 円
給

内

付
子 人 円

基 訳 扶養親族

その他 人 円
礎

額 給付基礎額については、上記のとおり相違ないことを証明します。

の 年 月 日

証 官 職

明 氏 名 印

(注) １ ※印の欄には記入しないこと。

２ 「５ 障害の部位及びその程度」の欄の記入事項が添付する診断書の記載事

項と同じであるときは「診断書のとおり」と記入すること。

３ 「６ 既存障害とその程度」の欄には、新たに既存の障害の程度を加重した

場合に記入するものとし、既存障害について障害給付を支給された場合は、そ

の該当する障害等級を明記すること。

４ この請求書には、治ゆの時期の決定及び障害等級の決定に必要な医師の診断

書その他の書類及び資料を添付すること。



様式第11号（第７条関係）

遺 族 給 付 年 金 請 求 書

※年金証書の番号 第 号

（給付を実施する者の官職氏名） 請求年月日 年 月 日

殿 （請求者又は代表者）

住 所

下記のとおり遺族給付年金の支給の決定 氏 名

を請求します。 協力援助者との続柄

１ 協力援助者

住 所

氏 名 （ 年 月 日生）

２ 負傷又は発病の年月日 ３ 死亡年月日

年 月 日 年 月 日

４ 請求の □協力援助者の □先順位者の失 □胎児であつた □先順位者の所

事由 死亡 権 子の出生 在不明

協力援助者
氏 名 生年月日 住 所 備考

との続柄

５ 請求者

及び遺族

給付年金

を受ける

ことがで

きる遺族

協力援助者
氏 名 生年月日 住 所 備考

との続柄

６ 既に遺

族給付年

金を受け

ていた遺

族



７ 遺族給 （給付基礎額） （倍 数）

付年金請
１

求年額の 円 × × ＝ 円

計算 （請求者の数）

請求者が１人の場合又は
８ 遺族給 円

代表者を選任しない場合
付年金請

（７の請求金額）（請求者の数）
求額 代表者を選任した場合

× ＝ 円

９ 添付する書類その他の資料名

給 付 基 礎 額 円

※ 基 準 額 円

10 内

給 子 人 円

付 訳 扶養親族

基 その他 人 円

礎

額 給付基礎額については、上記のとおり相違ないことを証明します。

の

証 年 月 日

明

官 職

氏 名 印

※受理 ※決定 ※決定金額

年 月 日 年 月 日 円

(注) １ ※印の欄には記入しないこと。該当する□にレ印を記入すること。

２ 「５ 請求者及び遺族給付年金を受けることができる遺族」の欄の備考には、

その者が請求者である時は請、その者が代表者である時は代、その者が身体若

しくは精神に７級以上の障害等級の障害に該当する程度の障害がある状態又は

負傷若しくは疾病が治らないで、身体の機能若しくは精神に軽易な労務以外の

労務に服することができない程度以上の故障がある状態にある者であるときは

障、また、その者が請求者と生計を同じくしているときは生と明記すること。



附

則

（
施
行
期
日
）

１

こ
の
規
則
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

２

こ
の
規
則
に
よ
る
改
正
前
の
警
察
官
の
職
務
に
協
力
援
助
し
た
者
の
災
害
給
付
に
関
す
る
条
例
施
行

規
則
別
記
様
式
（
次
項
に
お
い
て
「
旧
様
式
」
と
い
う
。
）
に
よ
る
用
紙
は
、
こ
の
規
則
に
よ
る
改
正

後
の
別
記
様
式
（
次
項
に
お
い
て
「
新
様
式
」
と
い
う
。）
に
よ
る
も
の
と
み
な
す
。

３

新
様
式
に
相
当
す
る
旧
様
式
に
よ
る
用
紙
に
つ
い
て
は
、
当
分
の
間
、
所
要
の
調
整
を
し
て
使
用
す

る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
す
る
。



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 



 

 

 

 

 


